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　　VI.おわりに

Ｉ．はじめに

　（1）「アイルランド問題」とは何か

　12世紀以降，イギリスはアイルランドを漸次的に植民地化してきた。い

わゆる「アイルランド問題」1）とは，長い歴史の中でイギリスがアイルラ
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ンドにもたらした土地収奪と産業抑圧政策2)による貧困化と宗数的抑圧

(カトリック教徒への抑圧)，そしてそれらに起因し促進されたアイルランド

側の独立運動等の総称である3)。

　アイルランドはその地理的な近さゆえにイギリス最初の植民地として，

特に18世紀の異教徒(＝カトリック）刑罰法(penalcodes)によって，アイ
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ルランド地主（カトリック）からの土地収奪とその零細化，そして大部分

の土地が国教徒（プロテスタント）へ集中された。そして豊かなプロテスタ

ント地主（その多くは不在地主）と貧しく人口過剰なカトリック小作農とい

う構造が出来上がった。更に経済的に豊かな北東部，貧しい西部という社

会構造がイギリスによって創出されたのである。またアイルランドは安価

な食糧と原料，低廉な労働力，兵士の供給源としてもイギリスの資本主義

の発展を支えていた。それゆえに「アイルランド問題」とは，イギリスに

とってはアイルランドを併合していることが前提であるために，地主たる

イギリスと小作農たるアイルランドというイギリス側からみた後進国＝植

民地問題なのである。

　（2）「アイルランド問題」とミル

　J.S.ミル（1806-73,以下ミルと略記）は，アイルランドがイギリスの政治

的・経済的に進んだ諸制度を享受することによって文明化し，繁栄し，イ

ギリスの重要な一部分に組み込まれることを当然視していた。それゆえに

アイルランドに何か緊急事態が生じると，ミルは自らの処方箋を提示し，

アイルランドを宥めて分離という最悪の事態を回避しようと施策を案出し

たのである。何故分離に反対であったか，という問いに対しては次のこと

が言えるであろう。第一に，イギリスにとっての防衛上の拠点として，植

民地アイルランドの重要性がミルによって主張される。即ち大陸のカトリ

ック列強諸国やアメリカからの防衛上の生命線としてのアイルランドの姿

がそこにはある。第二に，ミルにとってアイルランドは，これまでイギリ

スの道徳的に誤った統治に基づいて多数の小作農に貧困がもたらされてき

ているがゆえに，イギリスが真摯な態度でその改善策を施行しなければな

らない，ということである。従って改善策としての土地制度改革がその中

心とならなければならない。この二つの理由によってミルはアイルランド

の分離に反対していたと思われるのである。
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　本稿は，その生涯を通して若い時期から「アイルランド植民地問題」と

いう現実問題に取り組んだ政策提言者ミル5）に焦点を絞り，ミルのアイル

ランド植民地論を考察したい。そして特にミルの眼をアイルランドに向け

させた，という意味で最も重要だと思われる四回の緊急事態とミルの見解

を以下で検討しよう。四回の緊急事態とは，第一にカトリック解放運動，

第二に併合撤廃運動，第三に大飢饉，そして第四にフィニアン暴動である。

Ⅱ．カトリック解放運動（1800-29）

　（１）　カトリック解放運動

　1791年，弁護士であるウルフ・トーン6）が全民衆の平等な選挙権獲得を

スローガンに，「ユナイテッド・アイリッシュ協会」を結成した。そして

1798年には，「ユナイテッド・アイリッシュメン」の蜂起が最高潮に達し

た。この時トーンらはフランスに援軍を求めている7）。この蜂起は徹底的

に鎮圧され，蜂起は失敗に終わった。しかしこの蜂起は，イギリス政府か
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ら一つの強硬案と一つの妥協案とを引き出したのである。即ちイギリスの

ピット政権は，アイルランドがフランスと結び付くことを恐れ，アイルラ

ンドをイギリスに併合することを提唱した。そしてこのことがアイルラン

ド民衆に受け容れられるように，政府はカトリック教徒の政治的権利回復

を公約したのであった。こうして1801年には併合法が施行され，アイルラ

ンドは庶民院に100名（庶民院総数658名），貴族院に終身議員23名を参院さ

せることになった。しかしカトリック教徒の政治的権利回復と官職への就

任等の公約は，なかなか果たされなかった8）。

　1820年代になるとカトリック解放運動が盛りあがりを見せるようになる。

こうした中1823年には，ダニエル・オーコンネル（1775-1847）9）が「カト

リック協会」(CatholicAssociation)を創設するに至るのである。この「カト

リック協会」の目指すところは大衆の入会であった。この目的を実現する

ために次の二つの手段が採られ,成功を収めることになった。第一に，「カ

トリック協会」がカトリック教区司祭たちの援助を得たことである。教区

司祭たちは全国に散在しており，また教区民のことを良く知っていたため

に，教区民からも信頼を受けていた。第二に，「カトリック協会」がカト

リック・レントを開始したことである。カトリック・レントとは，ひと月

１ペニーの会費納入のことであり，少額であったために，貧者からも多く
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の収入が得られるようになったのである。ここでのカトリック・レントの

重要性は，運動に醵金することによって，その運動に民衆自らも参加して

いるのだ，という自覚を持たせることであった。

　こうして1826年の総選挙において，カトリック解放を支持する立候補者

が実際に当選するに至る。また，1828年のクレア選挙においては，オーコ

ンネル自身が立候補して当選した。こうした情勢が当時のイギリス政府の

保守党首相ウェリントンと内務大臣ピールに，1829年４月13日カトリック

解放法を成立させるに至ったのであった。ここにおいてカトリック教徒の

政治的諸権利が条件付きで保障されることとなり，オーコンネルはひとま

ずの勝利を得たことになった1o）。

　（2）カトリック解放とミル

　ミルは，カトリック解放が実現される以前の1826年に，カトリック解放

を扱った論文‘Ireland'を公表した。当時のイギリスは国教会を憲法によ

って国教として定め，その他の宗派，特にカトリック教徒の政治的不平等

を制度的に容認していた。ミルはこの論文で，カトリック教徒を社会の中

で不平等の地位に置くことが，社会全体にとっての安全保障の手段として

有効かどうかを論じ，カトリック解放が安全保障上危険はない，と結論付

けたのである。

　「主要な問題（カトリック解放）は，我々の意見では，決して困難なもの

ではない。……ある人の宗教が誤っているとか，神の視点から受け容れら

れないといった根拠上に抑圧することは正当化できないし，……ある特定

の信仰を持つ人々を制限や制約や刑罰によって防がない限り，ある大きな

一時的災難が社会の他の人々へ起こるだろうといった見込みを正当化する
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ことはできない。もし危険が存在し，その危険に対する安全保障が宗教思

想のゆえに制約を課することを必要とするなら，少なくとも何らかの仕方

で目の前の安全保障という目的に導かないような制約は存在してはならな

いことが確認されるであろう。｣11)

　｢自分たちが何を恐れているかを述べることのできる少数の反カトリッ

クは，主としてカトリックが国教会を覆そうとしている，ということを恐

れているように思われる。そしてこれは，彼らが自分たちの恐怖として選

んだ唯一の明確な根拠である。……自分たちの手に政府権力を持っていな

いので, 600万人の人々が1,200万人を改宗したり征服したりすることは，

いかにもありそうな偶発的出来事とは思われない。もし少しでもあり得る

とすれば，解放後よりも解放以前に一層ありそうである。J12)

　ここにおいて，ミルはカトリック解放がイギリスの安全保障上，危険は

ないのであるから解放した方がアイルランドの不満を和らげるという意味

からいっても，解放が好ましいという見解を表明していることは明瞭であ

ろう。またこのことと同時に，昔ながらの偏見を払拭できないでいるイギ

リス人に対して，ミルは功利主義的立場から古い感情を脱するべきである，

という見解の表明をもしているのである13)。
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Ⅲ．併合撤廃運動(1829-45)

　(1)併合撤廃運動

　1840年代に入ると，アイルランドでイギリスとの併合を撤廃する運動

(Repeal)が活発に展開されるようになった。この時も主導者は，ダニエル

・オーコンネルであった。オーコンネルは，1840年に｢リピール協会｣

(RepealAssociation)を設立し，リピール・レントのようなカトリック解放

運動の時と同様の方法で組織化を遂行していった。このリピール運動の最

大の特徴は,巨大集会(MonsterMeeting)である。そのクライマックスが1843

年に開催された。この巨大集会開催に対するオーコンネルの意図は，アイ

ルランド人の示威運動によって，イギリス議会を併合撤廃へ駆り立てさせ

よう，というものであった。オーコンネルは次のように述べている。｢併

合撤廃を貫徹するための現実的方策は，『リピール協会』の会員をアイル

ランド住民の80％を包含するまで増加することでなければならない。……

このような連帯が完成した時，議会は当然全民族の願望と祈りに譲歩する

だろう｣14)と。

　この運動に対してイギリス議会は，併合撤廃に一斉に断固とした反対の

意志を表明した15)。首相ピールの大英帝国の解体を許してはならない，と

いう立場と共に，イギリス議会は流血の惨事の危険を冒しても，集会を阻

止する覚悟であった。こうしてリピール運動は，議会でもオーコンネルに

対する賛成者少数という状況の下で，1847年オーコンネルの死以前に失敗
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に終わることになる。

　(2)併合撤廃とミル

　併合撤廃に対して，ミルは強く反対の立場を表明している。このことは

1860年代に至るまで，ミルの生涯を通して一貫している。そして1834年に

評論‘Repeal of the Union' の中でのミルの論調は極めて急進的である。

1860年代にミルが展開する，分離した場合にアイルランドが背負わなけれ

ばならない軍事的負担や，イギリスによる誤ったアイルランド統治の道徳

的責任問題を，既にここで萌芽的に表明しているのである。そして，殊に

道徳的責任問題を強調している。但し1860年代と異なり，分離を阻止する

手段としての具体的政策提案にまでは至っていない。

　さて，併合が両国にとって，特にアイルランドとって如何に好都合であ

るか，というミルの陳述を見てみよう。第一に，防衛的かつ道徳的観点か

らミルの見解を聴こう。

　｢我々は結合(connexion)の全ての負担に耐えることを拒絶しなければな

らない。……我々は極端な手段をも用意しており，この不幸な手段のみで

は我々のためにならないだろう。大ブリテンとアイルランドは，一つの国

になるか，二つの国になるかのどちらかになるだろう。オーコンネル氏の

都合次第で，両国はどちらか一方にならないだけであろう。両国は一つの

議会と一つの行政府の下で結合されるならば，一つの国民であるに違いな

い。さもなければ全ての関係が終わらなければならないし，イギリスとア

イルランドはイギリスとフランスのように，お互い外国になるのである。

もし我々が狡猾であるならば，我々は我々自身のために二者の分離を好む

だろう。もし我々が誠実であるならば，我々はアイルランドのために併合

を選択するだろう。｣16)

　この一節において，ミルはアイルランドこそはイギリスとの併合によっ
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て，一つの国民として様々な恩恵に浴していたことを表明している。

　｢財政的には,我々はその結合によって何も得ないばかりか,結合は我々

が耐えなければならない負担のうち,最も重いものである。というのは我々

の軍隊の半分は，アイルランドのためだけに維持されるからである。また，

全軍隊の３分の１が継続的にその国に配置されるからである。もしアイル

ランドを所有することが重要だと考えられるのが軍隊駐屯地としてである

ならば，平時にそこを統治するほんの僅か数年間に我々にかかる費用より

も，あらゆる戦争の開始時にその島を征服することの方が我々にとって一

層少ない費用で済むだろう。｣17)

　この一節は，イギリスにとって財政的負担になってはいるか，アイルラ

ンドが軍事的拠点として極めて重要な位置にあることをミルが表明してい

る言説である。

　第二に，この時期にミルが特に力点を置いたイギリスによる誤った統治

に基づく道徳的責任の観点から，ミルの併合擁護論を聴こう。

　｢我々はアイルランドを処遇することにおいて，余りにも犯罪的であっ

たので，そこを突き放す権利を与えられないし，我々の処遇の誤りという

帰結のままに放棄しておくことはできないのである。我々はアイルランド

統治を放棄する義務があるのではなくて，そこを正しく統治する義務があ

るのである。もし実際に，我々がそのことに対して余りにも愚かで利己的

であるならば，我々がこれまでなしてきたようにアイルランドを統治し続

けるよりむしろ，我々はアイルランドにしたいようにさせるべきであ

る。｣18)

　｢アイルランドはイギリス議会の責任の下で，イギリスの役人たちによ

って，インドのように統治されているべきであっただろう。そうであった

ならば，アイルランドは気まぐれな意思によってではなく，確固たる諸原
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理に基づく統治に慣れていただろう。また初期の段階で，人や財産への安

全を獲得していただろう。また全ての生話術において，急速に進歩してい

ただろう。また法の保護を知り，法を評価することを学んだであろう。ア

イルランドは文明化され，現在まだ持たない自治(self-government)への全

ての資格を獲得しただろう。｣19)

　しかしミルはアイルランドの自治を真剣に考慮している訳ではなく，如

何に帝国の枠内でアイルランドが幸福な状態にいられるかを思案している

のである。そしてそれを説得する手段として，本国イギリスの幸福のため

というよりも，アイルランドにとっての幸福を追求するのであるというこ

とを強調することによって，イギリス政府の今後の善政を促しているので

ある。そして最後に次のように結んでいる。

　｢新たな英知がイギリス評議会で生まれ，アイルランドにおける我々の

影響力でアイルランド国民を幸福にする手段が誠実に探求され，もし見出

されるならば，それらの手段が用いられる断固たる目的で探求されて始め

て，今まで両国にとってそれほど利益のなかった併合が，もし存続し得る

ならば，そのことは，我々の利益であるよりも，ずっと遙かにアイルラン

ドの幸運となるだろう。｣2o)

IV.大飢饉(1845-50)

　（１）　大飢饉

　1845年から50年にかけて，人口の大多数を占めるアイルランド小作農た

ちの主食であるジャガイモに胴枯れ病が発生し，アイルランドは大飢饉に

見舞われた。この時期には，飢饉以前に約850万人いた人口が，飢餓と病

気による約100万人の死者，苦難のために移民としてアメリカやカナダヘ

渡った約100万人という，かなりの人口減少が見られたのである21)。
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　それまでのアイルランドの貧困という社会問題は，地主たちの責任に帰

せられるべきものであって，小作農たちは土地細分，入札制による競争の

激化で貧困化しており，唯一の食糧がジャガイモという状態に置かれてい

た。大飢饉の勃発に伴って「何百万人というジャガイモに依存する人々や

その他の人々にとっての困窮は，一つだけでも不可抗力的であった多数の

要因によって増大した。……冷血な地主たちによる土地からの追い立て，

……コティヤー（＝人札小作農たち）が餓死する一方でイギリスやその他の

市場へ輪出しようと船積みされる……穀類等の光景があった」22）のである。

従って大飢饉は，現実にはジャガイモの不足，即ちコティヤーたちの飢餓

であって，決して穀物全般の不足ではない。それゆえに地主たちの行動と

政府の誤った政策とが大飢饉の原因なのである。

　（2）大飢饉とミルの政策

　ミルは，大飢饉に際して事態の緊急性を認識し，主著『経済学原理』の

執筆中にも拘わらず，1846年10月から1847年１月にかけて『モーニング・

クロニクル』紙に43篇の論説を公表した23）。そして「これらの論説の中で，

ミルは小作農自身の想像され得る欠点を顧みないことを非難し，数世紀聞

に亘るアイルランド支配の利益を享受してきたイギリス議会を非難」24）し

たのである。更に道徳的観点からもミルは批判する。「我々はアイルラン

ド人全員を500年間，我々のものとしてきた。……彼らは子供たちが両親
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や教師たちに引き渡されるのと同様，我々の手に引き渡されてきた。……

その結果はイギリス人の実際的傾向が提示した，注目すべき失敗という最

も不適切な実例｣25)になったのである。それゆえに今後，イギリス政府が

道徳的に正しい統治を行う絶対的必要性，即ち良き統治政策を施行するこ

とがイギリス政府の課題となるべきだったのである。

　大飢饉に際してミルが提案したアイルランドを宥和する政策は，土地制

度の改革であった。ミルによると，具体的な最善の政策は，コティヤーの

自作農への漸次的な引き上げである。ミルは，コティヤー制度(労働者が

資本家的借地農業家の介在なしに土地に関する契約を結び，地代額が競争によって

決定される)を，全て小作農たちが地主の意向によってその運命を定めら

れているために，｢これ以上の労働への動機を欠き，自制への動機を欠く

ところの状態というものは，空想の力を以てしても考えることができな

い｣26)存在であるゆえに，廃止される必要があると批判した。そしてアイ

ルランド国内の耕作可能な荒蕪地への国内入植という方式による，コティ

ヤーたちの自作農への漸次的引き上げをミルは主張したのである。ミルの

推奨する自作農制度は，｢労働者が自分の運命を最も自由に支配し得る裁

定着となっている状態｣27)である。｢自作農たちの，及び自作農になろう

と思っている人たちの傾向は，……明日のことを考えすぎるほどである。

この人たちは浪費を非難されるよりも吝嗇を非難されることの方が遙かに

多い｣28)と道徳的向上の利点をミルは挙げる。更に自作農制度が文明の

遅れた国にもたらす道徳的向上の利点にミルは言及している。

　｢そもそもアイルランド民衆は，勤労と分別という点においては何もか

もこれから学び覚えなければならぬ民衆であり，産業上の徳性においては
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明らかにヨーロッパ諸国民中最も遅れた国民の一つであるが，このような

民衆の更正には，これらの徳性を養成し得る最も強力な刺激が必要であり，

このような刺激としては，今日までのところ土地に対する所有権に匹敵す

るものはない。土地を耕作する人に対してその土地に対する永続的な利害

関係を与えるということは，たゆむことを知らない勤勉を保証する手段と

してはほとんど確実な手段である。また過剰人口を防ぐ上からいっても，

……最も有効な手段である。」29）

　大飢饉に際して，ミルはイギリスの道徳的に誤った統治に基づいてアイ

ルランドが貧困化してきたということを前面に押し出し，それゆえにアイ

ルランドヘの政策提言を行ったのであって，分離という事態のことには言

及していない。こうして見るならば，アイルランドはミルにとってはイギ

リスとの一つの国民であることが当然の前提であった，ということが言え

よう。また大飢饉に際して，防衛的観点が見られなかったということは，

ミルにとって大飢饉が如何に悲惨きわまりない緊急事態であったか，とい

うことをも意味していよう。

Ｖ．フィニアン暴動（1865-67）

　（１）　フィニアン暴動

　1865年から67年にかけて，ミルがちょうど庶民院議員であった時期と重

なり，「土地は人民のものか，征服者のものか」という民族独立をスロー

ガンに，イギリスからの分離独立を主張し，全アイルランドを反英運動に

巻き込んだフィニアン暴動が勃発した3o）。フィニアン運動は「アメリカ合
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衆国にいるアイルランド亡命者の間で特に強力であった。……その運動は

イギリスの政治家たちに，解決すべきアイルランド問題があることを印象

づけるのに役立つ｣31)ほどのものであったのである。フィニアン暴動は，

最終的には1868年２月には完全に鎮圧されるのだが，｢フィニアン蜂起に

よって何か達成していたものがあるとすれば，それはイギリスの世論を動

かして，アイルランド問題の解決へと向かわせたことであろう。しかしフ

ィニアン蜂起はそれ以上のものをもたらした。というのは，1867年は民族

主義と共和主義の新たな伝説となり，1848年，1803年，1798年のそれらに

追加すべき更にもう一つの鼓舞を与えるものとなったからであった。｣32)

　(2)フィニアン暴動とミルの政策

　フィニアン暴動に際し，ミルは現状がこれまで以上に急を要することを

認識し，アイルランドの分離独立が現実に十分起こり得る可能性を察知し

たのである。それゆえ緊急に分離独立を阻止する処方箋を提示することに

なった。それが1868年に執筆されたパンフレット『イギリスとアイルラン

ド』で明白に論じられている33)。
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　ミルのアイルランド併合を擁護する理由は次の二つである。即ち第一に，

防衛上の観点から見てアイルランドは，イギリスの安全のために国防の生

命線として存在するということである。そして第二に，イギリスによる誤

った統治に対する道徳的責任の問題である。先ず第一の防衛的観点からミ

ルの併合擁護論を聴こう。ここにおいてイギリスの安全ばかりではなく，

アイルランドにとってもイギリスの支配下にあることが，諸外国からの侵

略を免れる途であるとミルは捉えている。

　｢両国の地理上の位置から考えただけでも，この両国は二つの国民とし

てよりも一つの国民として存在する方が遙かに適切である。両国は分離す

るよりも結合した方が外敵に対する防衛上，一層強力であるだけではない。

もし分離すれば，両国はいつまでも互いに脅威を与え合うことになるだろ

う。今この時点で今の感情のまま離別すれば，この二つの島は全ヨーロッ

パ諸国の中で，相互に最も激しい敵意を抱き合う国になるであろう。｣34)

　｢カナダは遙か遠方にあり，英国の支配者は病毒がイギリスにまで蔓延

してくる恐れのない場所で起こることなら，大抵のことを大目に見ること

ができる。しかしアイルランドはそこで起こる重大事は全てイギリスにそ

の影響を感じさせずにはおかないという理由からだけでも，イギリスと併

合するよう運命付けられているのである。｣35)

　またアイルランドが分離独立を達成したとしても，他国からの干渉を受

けるだろうことをミルは陳述する。

　｢……多分アイルランドは獲得したばかりの独立を危うくして，大陸列

強との同盟に保護を求めざるを得なくなるであろう。……アイルランドは，

自国の行う戦争の他に大陸列強の行う戦争に加わることを余儀なくされる

であろう。……大ブリテンに敵対する諸国は全て，……アイルランドを大
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ブリテン攻撃の基地として使う許可が得られることを期待するであろ

う。｣36)

　更に，ミルは現実問題としてのフランス37)やアメリカからの脅威を吐

露するのである。

　｢アイルランドは軍事大国に侵略され，征服されるかもしれない。それ

はフランスの一県になるかもしれない。……アメリカは現在，我が国との

間に重大な紛争が発生する恐れの一番多い国であるが，アイルランドは我

が国と連合してアメリカと敵対するよりも，アメリカと連合して我が国に

敵対する見込みの方が遙かに大きいであろう。｣38)

　第二に，イギリスによる誤った統治という道徳的責任の観点から，ミル

の併合擁護論を聴こう。ミルによると，これまでイギリスは正当にアイル

ランド統治を行ってきていない。それゆえに今アイルランドを独立させる

ならば，イギリスはその責任を放棄することになるのである。そうである

からこそ，イギリスはその良心に反しないためにも，今後，その責任を果

たすべきである，とミルは主張する。

　｢イギリス国民は，政府がもう一度イギリスのアイルランド支配を暴力

で維持しようとする試みに国民を巻き込むのを見過ごす前に，良心の声に

耳を傾け，自分の立場を厳粛に反省すべきである。もしイギリスがその支

配をアイルランドの国民に快く受け容れさせる上で，学ぶべきことを学ぶ

ことができず，正すべき過ちを正すことができないならば，……我が国は

事物の全般的な適切さと道徳的規範に照らしてアイルランドを統治すべき

強国と言えるであろうか。……アイルランドを旧来の間違った方法でいつ

までも保持することなど到底不可能であるといっても，見当はずれではあ
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るまい。｣39)

　またミルは，それぞれ発展段階の異なる社会には異なる社会諸習慣や伝

統があり，それをイギリス人が無視していると考えていた。それゆえにイ

ギリスがアイルランドの社会諸習慣や伝統を十分に理解して統治すべきで

あることを念頭に置いて，陳述する。

　｢イギリス人には，島国根性を払い落として，イギリス人一般の習慣や

考えに従ってではなく，他国の要求に応じて他国を統治する能力が必ずし

もないわけではない。｣40)

　以上の二つの理由から，ミルはアイルランドの分離独立には反対であっ

た。そこで分離独立を阻止し，アイルランドを宥めて大英帝国内に据え置

く政策こそが，永久的借地権を賦与することを前提とした自作農創設であ

った。ミルは1866年の議会演説で，永久的借地権の下での自作農創設の必

要性を完全に承認するに至ったのである。

　｢小農経営というものは，一般に永続的土地保有なしには決して成功す

るもの｣ではなく，｢もしアイルランドが小農経営によって繁栄するよう

なことがあるとすれば，永続的土地保有は欠くことのできない条件｣であ

り，また｢小作農に改良への利害関心を持たせるべき｣41)である。

　ミルは，イギリス政府がアイルランドに固定地代での永久的借地権を賦

与し，自作農を創設するならば，アイルランドの分離独立は阻止されるこ

とになると考えていた。これこそがミルのアイルランドの分離独立を阻止

する手段だったのである。そして次のように結ぶ。

　｢アイルランドがこの恩恵(小借地農を自作農に変える)を連合王国政府か

ら受け取ることは不可能ではない。もしもこの政府を構成する人々にそれ

が必要かつ正当なものであることを悟らせることができるならば，アイル
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ランド統治における積年の難題は消え失せるであろう。｣42)

Ⅵ.おわりに

　ミルは1830年代から60年代にかけて，一貫してアイルランドの分離独立

に反対し，併合を擁護した。その理由は，特に1860年代，ミルによって明

瞭に言及されたように，第一に防衛上の観点からの反対，第二にイギリス

による誤ったアイルランド統治の道徳的責任の観点からの反対であった。

本稿で取り上げた1830年代からのミルの言説にも，そのことは萌芽的にで

あれ看て取れるだろうと思われる。ミルにあっては，イギリスとアイルラ

ンドはあくまでも一国民であるという前提があり，それを脅かすような緊

急事態はどうしても避ける必要があったのである。

　また分離独立に反対するためには，何らかの具体的政策を提示する必要

があった。それゆえにミルは，特に1840年代以降，大飢饉の緊急事態やフ

ィニアン暴動等に直面した時，現実的な政策を政府に訴える形で提示した

のである。兎も角もミルはカトリック解放問題以来，アイルランドを大英

帝国の中に一つの国民として，平和的に据え置こうとして自らの見解を表

明していたことが窺われる。

　ところでミルのアイルランド植民地論において，植民地という概念が正

義の問題として取り上げられ，議論されるということはここでは見受けら

れない。ミルにあっては，アイルランドにとってその社会が幸福であるか

どうか，という功利主義的視点がある。即ちミルにとっては，イギリスの

社会はこの世に存在する最良の社会制度であり，その最良の社会制度に後

進国アイルランドを引き上げることが，アイルランドに対する最善の施策

だったのである。しかし現実にはアイルランドは貧困に窮しており，およ

そ幸福という状況にはなかった。従ってイギリスと一国民であるために，

ミルはイギリス政府のこれまでのアイルランド統治に対する怠慢を戒めた
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のであり，今後その是正を図るように政策提言を行ったのである。このこ

とはとりもなおさず，アイルランドを含めた大英帝国が一層幸福になるこ

と，それを大英帝国という枠の中でミルが望んでいた，ということを示唆

していると思われるのである。
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